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＜論　文＞
イタリアの若者の社会的状況
― 増える高学歴者と家族・教育・雇用制度の特徴 ―
土　岐　智賀子
The Social Conditions for Italian Youth :  The increase of university 
graduates and change of  family, education, and employment systems.
DOKI, Chikako
The purpose to this study is to clarify that Italian youth’s high unemployment rate and 
prolonged precarious employment not only arise from causes widely shared by developed 
countries, globalization and economic depression, but are also attributed to the fact that 
existing Italian social institutions cannot sufficiently respond to social structural change. 
Using previous studies and statistical data the characteristic features of family, education, 
and employment system are shown. Therefore, these institutions are not sufficiently 
effective as supports to the transition from initial education to work.
Italian institutions have been separately examined, but few analyses of the relationship 
between the youth employment problem and these institutions have been conducted so far. 
I believe that it is more effective to investigate the youth employment problem by focusing 
on the fact that social institutions do not possess an efficient corresponding social structure 
for Italian youth to function within.
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1．はじめに　―問題の所在
近年、若者への関心がますます高まっている。それはかつて議論されていた、先行世代から
みた問題行動や新しい生活スタイルの担い手としての関心というより、社会的な弱者になりが
ちな存在としての若者への関心である（France 2007）。先進諸国では、1970 年代以降、若者の
失業率が上昇し、社会問題として認識されている。特に若者の長期失業問題、すなわち、職業
経験を持つことができないまま長期間の失業状態におかれてしまうことが危惧されている（濱
口 2002）。最近でも、2007 年からの世界金融危機に、労働参入機会の縮小ならびに労働条件の
劣化という形で、とりわけ若年層に大きな影響が及んだことを受けて、ILO等の国際機関にお
いても、若者の雇用問題への取り組みが、喫緊の課題としてとりあげられている１）。
イタリアの場合も、若者の失業率は、全体の失業率に比べて非常に高い傾向にある。その状
況の打開を図って、新卒者の入職が容易になるような契約方法を盛り込んだ雇用制度改革
（Lodovici 2000 ＝ 2004）、大卒者のエンプロイアビリティを高めることを重点に置いた、新た
な大学制度の導入（土岐 2007）等、1990 年代以降、EU統合の深化を背景にしつつ、様々な
試みがなされている。しかし、それにもかかわらず、後述するように若者の雇用状況は依然、
厳しい環境におかれている。
このような問題について、本稿の目的は、若年層の置かれた経済的苦境が、先進国一般に共
有された問題であることを確認しつつ、しかし他方で、社会構造の変化に対して、イタリアの
社会制度が十分に対処できていないことに起因したものであることを、データによって示すこ
とにある。イタリアの社会制度についての考察は、これまでも個別の研究においてなされてき
たものの、これを若年雇用問題に適用して分析した研究はほとんど存在しない。イタリアをと
りまく社会構造、それに対応していない社会制度という文脈で若者の雇用を捉え直すことで、
若年雇用問題を、より適切な視点から解釈することができると考える。
2．苦境に立つ若者：近年の若年雇用状況
先進諸国共通の現象として、先行世代と比較して、若者の雇用状況が厳しい状況にあること
があげられる。日本ならびに欧米 12 か国の失業率をみると、どの国においても労働力人口全
体（15 － 64 歳）の失業率に対して若者（15 － 24 歳）の失業率が高くなっている。12 か国中、
2009 年に最も若年層の失業率が高いスペインでは、全体の失業率が 18.1％であるのに対し、
若年層の失業率は 37.9％で、最も低いオランダにおいても、前者が 3.9％に対し、後者は 7.3％
に達している（図表 1）。また若年層ならびに全体の失業率の比率をみると、最も差の小さいド
イツにおいて 1.4 倍、最も差が大きいイタリアにいたっては 3.2 倍で、全体の失業率に対して、
いかに若年層の失業率が高い傾向にあるかがわかる。
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図表 1．2009 年の失業率の国際比較
注）OECD（2010）より作成
2.1　イタリアの若者の雇用状況 
イタリアについてさらに詳しくみていくと、1983 年以降 10％を超えていた失業率は、2001
年以降は全体では概ね 10％を下回っている２）にもかかわらず、若者の失業率は総じて高いまま
である。ISTAT（イタリア政府統計局）の集計によれば、2009 年の全体（15 歳以上男女）の
失業率は 7.8％であるが、男性が、15-19 歳：37.0％、20-24 歳：20.5％、25-29 歳：11.7％、女
性が 15-19 歳：45.4％、20-24 歳：26.0％、25-29 歳：15.0％で、若年層ほど失業率が高く、ま
た女性が男性より高くなっている（図表 2）。
図表 2．イタリアの若者の失業率の推移
注）ISTAT Annuario Statistico（2002 ～ 2010）より作成３）
94 土岐智賀子：イタリアの若者の社会的状況
失業率と学歴の関連についてみると、近年の学歴別失業率を見た場合に、大卒がそれほど有
利にはなっていないことがわかる。25-29 歳男女の高校卒業資格者の失業率が 11.7％に対し、
大卒・大学院卒は 15.7％で、高校卒業資格者の失業率のほうが低い結果になっている（男性
高卒：10.3％、大卒・大学院卒：14.8％、女性高卒：13.6％、大卒・大学院卒：16.2％）（図表 3）。
図表 3　イタリアにおける年齢・性別・学歴別失業率（2009） （％）
年齢
学歴 15-19 20-24 25-29 30-34 35-44 45-54 55-64 65以上 合計
男
なし・小学 49.1 24.2 16.3 14.8 12.6 10.0 6.7 0.6 9.4
中学 34.6 19.6 12.4 8.9 6.2 5.4 4.5 2.0 7.9
高校 40.5 20.9 10.3 5.6 3.9 2.7 2.7 0.2 6.3
大学・大学院 … 21.1 14.8 6.8 2.4 1.6 0.9 … 4.0
合計 37.0 20.5 11.7 7.1 4.9 4.2 3.7 0.7 6.8
女
なし・小学 60.7 37.6 15.2 27.6 19.9 11.9 5.1 3.5 11.2
中学 44.7 30.0 17.4 16.3 12.4 7.4 3.5 2.2 12.4
高校 45.8 23.5 13.6 8.6 6.9 3.7 2.2 0.6 8.5
大学・大学院 … 33.7 16.2 9.8 3.9 1.6 1.1 2.2 6.7
合計 45.4 26.0 15.0 10.6 8.0 5.0 2.8 2.3 9.3
合計
なし・小学 52.2 27.7 16.0 17.6 14.5 10.7 6.2 1.3 9.9
中学 38.0 23.0 14.0 11.1 8.3 6.1 4.1 2.0 9.4
高校 42.7 22.0 11.7 6.9 5.2 3.1 2.5 0.3 7.3
大学・大学院 … 29.6 15.7 8.6 3.2 1.6 0.9 0.3 5.5
合計 40.0 22.8 13.2 8.6 6.2 4.5 3.4 1.1 7.8
出所：ISTAT (2010):252
イタリアでは、性別、年齢のほかに、地域によってもまた、労働市場が大きく分断されてい
ることに特徴がある（Lodovici前掲書）。第 2のイタリアといわれる南部においては、北東部（ミ
ラノ、トリノ、ジェノバを中心とした第 1のイタリア）、中西部（ボローニャ、フィレンツェ、
ヴェネツィアを中心とした第 3のイタリア）に比べて、就業率、労働力率が低く、失業率が高
いという問題をかかえており、南部イタリアの若者は、非常に厳しい状況に直面している４）。
2.2．雇用形態の非典型化と労働の質
雇用形態についてみると、ISFOL（労働者のキャリア発達研究所）の 2006 年の調査では、
若者（15-29 歳）のうち、無期限契約の形態で働いているのは半数強であり、全体と比べると
10％少ない。4割弱が期限付きや協同労働（継続的連携労働 ;CO.CO.CO、プロジェクト労働
など）といった非典型雇用で働いている（図表 4）。
さらに大卒者についてみると、ISTATが 2006 年に実施した、大学卒業 3年後の調査では、
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新旧制度のどちらの卒業生についても、無期限契約の形態による就労は 4割にとどまっている
（図表 5）。なお、詳細は不明であるが、旧課程卒業生のうち 2割近くの若者が自営の形態を選
択している。
図表 4　雇用形態 （％）
全体 若者（15-29 歳） 南部 女性
無期限契約 63.0 53.1 58.3 63.8
有期契約 9.6 24.7 12.0 13.1
自営 19.6 10.0 20.3 12.1
協同労働 5.7 8.4 5.4 7.8
その他の非典型 2.7 4.3 4.4 4.1
　＊ Isfol Plus 2006 より
出所：ISFOL (2007)：47（注．ただし、小数点第 2位を四捨五入し、第 1位までの表記に修正）
図表 5　大学卒業者 3年後の雇用形態 （％）　　　　　
新（3年制）課程 旧（4年～ 6年制）課程
無期限雇用 42.4 41.0
プロジェクト労働 13.6 12.0
不定期給付
（Prestatori d’opera occasionale）
3.8 3.7
訓練労働契約 7.8 4.4
有期【C.C.N.L.】契約 11.4 10.9
その他の有期契約 11.1 8.9
雇用契約なし 0.7 0.5
自営 9.4 18.8
出所：ISTAT (2008):41
非典型雇用で働いている人々の所得をみると、30 歳未満の若者のものは、職場の年長者の
1/3、同年齢で正規雇用で働く人たちの 1/4 である（Iezzi & Mastrobuoni　2010）。また、
ISTAT（2009b）によれば、フルタイムの非典型雇用の人びとの一月の所得は 1,026 ユーロ（1ユー
ロ＝ 114 円換算で約 12 万円）で、フルタイムの典型雇用の所得に比べて 24％も少ない。
Bernardi and Nazio （2005）は、1997 年に実施されたイタリア国内の大規模な家族調査のデー
タをもとに、成人移行期における主要な 3つのイベント（就労、家族形成、子どもをもつこと）
に対する、経済的ならびに雇用の不安定さの 2つの不安定要因の影響５）について分析を行って
いる。それによれば、若い世代は、雇用保護の強い時期に就労した世代と比較して、不安定雇
用から安定雇用の移動の可能性が低くなっており、失業の可能性が高まっている。また、若い
世代は、未熟練の職業の場合、不安定雇用にとどまる可能性が高く、失業者になりやすい。さ
らに雇用不安定の状況が、結婚、出産といったことに対して、負の影響を及ぼしていることが
見出されている。
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若者を中心に非典型雇用の働き方が広まっているが、非典型雇用の長期化がもたらす生活の
不安定性（precarietàプレカリエタ）がライフコース全般に及ぶ、非典型雇用の罠
トラップ
化が危惧
されている（Bernardi and Nazio 同書、ISTAT 2009bなど）。
2.3　進む高学歴化－学校生活の長期化
イタリアでも他の EU諸国と同じく、若者の高学歴化傾向がみられ、その変化は、とりわけ
女性に顕著である。高学歴化の背景には、経済の知識労働化という社会構造の変化があるが、
雇用状況の悪化のために学校にとどまらざるを得ないという事情がある。大学はしばしば、仕
事が見つかるまでの「駐車場」と例えられるほどである（Sgritta 2002, Reyneri 2005 など）。
2007-2008年度では14-18歳の9割が高校に通い、19-23歳の6割が大学に在籍している（ISFOL
2008）。同年度、19 歳の 74.3％が高校の卒業資格を有し、そのうち 68.4％が大学に登録をして
いる。これは 19 歳の半数強にあたる（CNVSU 2009）６）。このような動向の結果、Eurostat
によれば、18-24 歳の若者で最終学歴が中学卒業であった人は、1993 年では女性が 34.5％、男
性が 39.7％だったものが、2007 年ではそれぞれ 15.9％、22.6％に減少している（Pavolini 
2010）。
高等教育進学者の修了年齢についてみてみると、27 歳前後になっている。大学の第 1課程（3
年制）在籍者の約 8割が、第 2課程（2年制）、および 1-2 年制のマスター、専門コース等の進
学を希望している状況があり、さらに規定年数からの若干の遅れが加わるからである（Livi 
Bacci 2008７） 。青年研究を行っている IARD研究所の調査においても、学業を修了した人が
半数を超えるのは、25-29 歳８）である（Buzzi et al. a cura di. 2007）。
しかし、多くの若者が大学に進学し、長く教育機関に留まる一方で、19 歳の 3割にあたる若
者が、高卒資格なし・専門資格なしで労働市場へと向かっている（Brollo 2006）。
ところで、1980 年代以降の若者の労働力率、ならびに高等教育の進学率の変遷をみると、10
代後半から 20 代前半の若者の生活世界の特徴が、職業への従事ではなく、教育への従事へと
大きく変化してきたことがみてとれる（図表 6）。
また、近隣のイギリスやドイツの若者や日本の若者と比較すると、フランスとならんで、イ
タリアの若者の 20 代前半が仕事の世界に身をおいている割合が少ないこと、そしてイタリア
においては、近年ますますその傾向に拍車がかかっていることが顕著である（図表 7、図表 8）。
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図表 6　イタリアの若者の労働力率と高等教育進学率の推移
注）OECD (2009 a) （注：1992 年までの労働力率は 14歳以上）
ならびに CNVSU (2009)より作成。
図表 7　男性 20-24 歳の労働力率の推移の国際比較
注）OECD (2009 a)より作成
図表 8　女性 20-24 歳の労働力率の推移の国際比較
注）OECD (2009 a)より作成
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本節では、若い世代で高学歴化／就学期間の長期化が顕著にみられること、しかし、学歴の
上昇が、必ずしも就職に有利にはなっていないこと、また、若者の間に、失業、および不安定
就業を経験する機会が広がっていることを見てきた。
そこで次節では、若者を社会に送り出すことに関連する、イタリアの教育・訓練制度と雇用
制度の特徴についてみていくことにしたい。そのことによって、イタリアの社会制度が、社会
構造の変化にうまく対応できていないことが示されることになるだろう。
3．教育制度と雇用制度－長期化する就学期間と遠のく就労
3.1　イタリアの教育・訓練制度：労働市場との弱い関連性
イタリアの若者を取り巻く社会制度の特徴として、教育・訓練制度と労働市場との関連性が
弱いことが、たびたび指摘されている。以下ではイタリアの教育・訓練制度について 1950 年
代までさかのぼり、みていくことにする。
1950-65 年にはおいて高校の卒業資格保有者は 15％しかおらず、大卒者は 4％にとどまって
いた。高校は文系、理系の普通高校（Liceo classico, Liceo scientifico）、技術学校（istituto 
tecnico）、職業高校（istituto professionale）などがあり、中学校卒業資格をもっていれば基
本的には誰もが希望する高校に入学できるものの、厳しい卒業試験が課せられていたという事
情がある。大学制度に関しては、第二次大戦後も 1800 年代中期の法律のもとで制定された仕
組みを継承しており、1960 年代後半に制度改革が行われるまで、古典（ラテン・ギリシャ）語
教育を施す普通高校の出身者にのみ門戸が開かれていた。そのため大学は社会階層を再生産す
る装置にもなっていた（竹内 1996、トリヴェッラート 1999、田中 2005）。
学生運動を経た 1969 年の制度改革以降、技術・職業高校からも大学へ進学することが可能
となり、また高校卒業試験の簡易化（田中 同書）を背景に、1984 年には高卒有資格者、大卒
有資格者はそれぞれ 46％、13％に上昇している。そしてそのことによって、技術・職業高校に
よる実際的な実職業訓練の役割が減少していくことになる（Bernardi and Nazio 前掲書）。
また 1990 年代には大学教育規則の大幅な改正が行われている。学位取得期間の短縮化と中
退者の減少、労働市場と結びついた専門性の修得性等を目的として、従来の課程と並行して導
入された、期間の短い 2-3 年生の大学ディプロマ（Diplima universitario）課程がそれにあたる。
しかし、このディプロマは設立時の周囲の期待とは裏腹に、登録者の数も伸び悩んだ他、低い
専門性や、労働市場における評価があいまいだったため、大学進学者の人気を得ることはでき
なかった（土岐 2003, Bernardi and Nazio 同書）。
さらに、EU統合の深化を背景に、EUの高等教育ならびに労働政策との関連のもとで、高
等教育機関は 2001 年に、基礎課程の 3年制と、専門性を高める 2年制からなる、新しい制度
に変更されている。この制度は大卒者を多く社会に輩出できる仕組みへの変更と、グローバル
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化、IT化が進むポストモダン社会に適応した、国際的な競争力を身につけた大卒者の育成の
ために、大学が専門的な研究機関としてではなく、労働市場に対応した教育機関に生まれ変わ
ることを目指したものである（土岐 2007）。
一方、職業・訓練制度は、1978 年の制度改革以降、学校教育制度から離れ、地域行政により
運営・管理されることになった。そしてこのことにより労働市場参入に適した専門性が付与さ
れる仕組みとなるはずだった。しかし、この職業訓練校は、高等学校からの退学者の受け皿と
しての性格を強め、意図せざる結果として、徐々に “B級” 視されるようになってしまう。そ
の一方で仕事の技術や経験はこの種の学校ではなく、仕事を通じて獲得されること（オンザジョ
ブトレーニング, OJT）という見方が主流になっていく（Bernardi and Nazio 同書）。
若者の高学歴化が進むものの、雇用者にとって、教育修了直後の若者の採用インセンティブ
は非常に低いものとなっている。雇用者側が欲しいのは経験者であって（Bernardi and Nazio 
同書）、高校あるいは大学教育から労働市場へ参入する若者の、職業に関する知識は絶対的に
不足しているからである。また、イタリアの生産システムの構造が小企業や零細企業に基盤を
おいており、そのため技術者・専門的な資格を持っている者、大卒者への需要が低いことや、
一般に労働組合の力が強く、自分たちの職場を守るために大卒者への採用に難色を示している
ことが、高学歴者の就労を困難にしているという側面もある（トリヴェッラート前掲書）。
これまでみてきたように、教育重視への態度が、世代を経るほど強まっていること、そして教
育・職業訓練と労働市場の関連が低いことがイタリアの特徴の一つである。そしてこれらの点が、
現代イタリア社会に生きる若者の、成人移行期のあり方を特徴づける大きな要因にもなっている。
3.2 雇用制度：規制の強い労働市場から雇用形態のフレキシビリティ化／非典型化へ
従来、非常に規制の強い労働市場といわれてきたイタリアにおいても、現在、多様な雇用形
態が可能になっている。しかし、厳格な雇用規制により、既雇用者、中核的従属労働者を保護
する傾向が顕著であったイタリアでは、1990 年代初頭の景気後退の際には、成人層が相対的に
安定していたのに対し、若年層の雇用は大きな打撃を受け、若年失業率は悪化した。若年層の
間に非典型雇用が広まる契機ともなっている（Lodovici前掲書）。
以下では、現代の若者の教育から職業移行のあり方の枠組みを与えている雇用制度について、
その特徴、ならびに歴史的な変遷をみていくことにする。
第2次世界大戦後の再構築と50年代の経済的発展のなかで、イタリアの産業構造は、顕著な第
一次産業の衰退と第三次産業の急速な拡大をみた。また1960年代から 1980年代まで製造業は漸
増し、90年代に入り減少に転じるまで雇用は増大した。そしてその過程のなかで、労働に関する
法規制の整備と労働者の保護強化が進んだ（長手 1999, Bernardi and Nazio 前掲書）。この傾向は
1960年代半ばから 1969年の「熱い秋」と呼ばれる労働運動の高揚を経て、70年代にかけてピー
クになる。その成果として1970年には「労働者憲章」が制定され、雇用者保護が強化された（後
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1999, Bernardi and Nazio 同書）。その後、1970年代のオイルショックを契機に失業者とインフレ
が増大し、1980年代初頭にイタリアは深刻な経済危機を経験している。
1980 年代にはいると、グローバル化の影響下で変化の激しくなった労働市場や国際競争力の
強化のために、雇用のフレキシビリティ化の要求が高まっていく。そして 83 年、92 年、93 年、
96 年の全国協約、84 年、87 年、97 年の雇用契約に関する立法と 91 年の集団的解雇に関する
立法によって賃金や労働契約について実質的な変化がもたらされる。1990 年代後半に、有期雇
用、パートタイム労働、派遣労働のような従属雇用の非典型契約が自由化され、法制化、契約
双方のレベルにおいて、フレキシビリティ化が進んだ（Lodovici　前掲書）。
そのなかでも若年雇用にとって重要な、1997 年のいわゆる「トレウ包括法（Treu Package）」
では、新卒者の入職を容易にすることと、OJTのインセンティブを作り出すために、訓練労
働（アプレンティシップ）や見習い契約の新しいモデルと臨時雇用契約が導入されている
（Lodovici同書 , OECD 2009b）。
また、2003 年には若年層、女性、高齢者、求職者の雇用を増やす目的で、通称「ビアジ（Biagi）
法」が制定されている。それを機に、労働者の派遣業務が民間企業に完全に開放され、訓練労
働やパートタイム、その他の非典型的な働き方が広まる契機になっている（OECD同書）。
このような新たな労働市場規制の導入と経済成長の低迷のもとで、労働組合は既得権の確保
のために守りの姿勢を高める。その結果、雇用のフレキシビリティ化は労働市場への新規参入
者、すなわち若者に広く浸透することになった。労働市場への新規参入者に対する雇用保護の
漸次的な縮小と、高い失業率が、労働市場の内外において、世代による状況の相違を生じさせ
ている。すなわち年長世代が 1960 年代 -70 年代に制定された強固な雇用者保護制度を享受し
ているのに対し、若い世代は、失業や有期限雇用契約、不安定契約を経験している（Bernardi 
and Nazio 同書）。
他方で、イタリアは他の南欧諸国と同様に、非典型雇用と自営業が多いことでも知られ、独
立自営労働者（個人事業主）、フリーランサー等、新しい雇用が増加している。非典型就労の
あり方とその広がりに対する否定的な評価だけでなく、起業家精神の高まりに対する肯定的な
評価もみられる（Bernardi and Nazio 同書）。
3.3　採用制度と就職活動：インフォーマルネットワークへの依存
ここでは、採用制度と就職活動の実態をみていくことにしたい。
雇用規制の厳しいイタリアでは、採用に関する規制も厳しく、かつては民間企業でさえ、公共
職業安定所が作成した待機者リストから順に採用しなければならないという義務があった。この
制度は 1991 年に廃止され、1997 年には公的機関の職業紹介の独占が禁止され（Lodovici前掲書、
セブリアンほか前掲書）、職業紹介サービスが民間企業にも開放されている（Reyneri 2005）。
イタリアにおける主な就職活動としては、事業者／企業訪問、友人・知人の紹介、情報誌の
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告知の利用、公立の就業センター（Centro per l’impiego）や民間職業紹介所へ登録、公務員
試験といったものがある。民間の職業紹介サービスの利用については、認可後の1998年には4％
強であったものが、2003 年には 15％を超える勢いで伸びている。その要因には、民間への職
業紹介業務の開放と同時に導入された、派遣労働の普及があると考えられる。公務員は根強い
人気があるものの、公務員試験の結果が出るのが 1年以上かかることや、公務員削減の政策を
背景に、その受験者は減少している。また、新聞、情報誌上への求人広告とその利用は、1980
年代から 1990 年代半ばにかけて大きな伸びをみせたものの、インターネットの普及に伴い、
減少傾向がみられる。
これらの就職活動のうちよく利用されるものとしては、第 1が新聞・情報誌等の求人情報へ
の応募で、次いで友人・知人の紹介である（図表 9）。ただし、性別により好まれる就職活動に
は若干違いがみられる。女性が、官・民の職業紹介所への登録や情報誌の求人広告の利用といっ
た、比較的フォーマルな就職方法を用いるのに対して、男性は、事業者／企業訪問や、知人・
友人からの紹介といったインフォーマルな手段をより多く利用している。これについて
Ryneri（同書）は、男性が、より家族ネットワークの支援を受け、女性に比べて抑制的で内気
であることが少ないからだろうと解釈している。また女性たちのネットワークに、働く人、あ
るいは仕事の情報をもたらすような人が、男性に比べて少ないことをあげている。
なお、公共就業センターの利用は、1993 年と 2003 年の比較において、5割から 2割強へと
利用が激減している。
　　　　　　　図表 9　求職者の就職活動（最も重視する活動）　　　　　（％）
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様々な就職活動の中で、実際に就職に役立ったものは家族、友人、知人といったインフォー
マルなネットワークが筆頭である。ISTATの調査によれば（1999）、1997-1999 年に「初職を
どのようにして見つけたか？」という問いに、「家族・親族、友人・知人」が 37.9％、「雇用者
との接触」が 26.8％あげられており、6割以上の人びとの初職にインフォーマルな・ネットワー
クが効果をあげている。以下、自分の活動 13.2％、公務員試験 7.9％、公立職業紹介所 6.1％、
民間職業紹介所 4.1％、新聞の求人広告 4.0％である（Ryneri同書）。
ここで国際比較をすると、友人・知人の紹介というパーソナルネットワークが、スペインと
並び、イタリアにおいて主要な手段として利用され、実際に機能している点が顕著になる。
ISSP（International Social Survey Programme）が 2001 年に行った国際比較調査によれば
（Censis 2003）、現職（退職者は最後の職）の情報を得た方法として、イタリアでは家族から
得たとする人が約 3割におよび、友人・知人を加えると、6割以上がこれらのインフォーマル
なネットワークから情報を得たと回答をしている（図表 10）。
図表 10　就職経路の国際比較（現在の仕事の情報を得た方法） （％）
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とはいえ、大卒者にとっても、就職活動におけるインフォーマルなネットワークの重要さが
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1/4 の人々が、インフォーマルなネットワークが就労の決め手になった、と回答している。
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い手法が、日本以外の国では比較的よく利用されており、イタリアにおいても 1/6 の大卒者か
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ら決め手となった就職活動としてあげられている（図表 11）（日本労働研究機構 2001）。
図表 11　大卒者の就職活動  決め手となった就職活動
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いると予想される 11）。
4．家族依存という戦略：自己実現願望との狭間で
4.1　親元に居続ける若者
本節では、若者の生活世界に輪郭を与えるもう一つ重要な側面である、家族関係の視点から、
現代のイタリアの若者の状況をみていくことにしよう。
ライフコース研究で注目される成人移行期の主要課題、すなわち、教育から就労の移行と、
家族関係の変遷という、2つの側面を検討した数々の調査研究から、未婚青年の親元同居の長
期化、就学期間の長期化とそれに伴う就労時期の遅れ、晩婚化と親になる年齢の上昇といった
成人移行期の長期化が見出されている。とりわけ離家が遅くなっていることが顕著である 12）（岩
上・土岐　2003）。
EUの 2003 年調査（European Foundation for the Improvement of Living and Working 
Conditions, 2005）では、イタリアの若者が最も長く親元に居続けており、18-34 歳の男性が
67％、女性が 60％で、スウェーデン男性 12％、女性 10％、ドイツ男性 21％、女性 14％、イギ
リス男性19％、女性12％という数値と対照的な結果を示している。他の南欧諸国と比べても（ス
ペイン男性：45％、女性 34％、ポルトガル男性 48％、女性 33％、ギリシャ男性：39％、女性
19％）、イタリアの若者が、突出して高い親元同居傾向にあることがわかる。　　　
ISTAT（イタリア政府統計局）の 2008 年の調査によれば、男性の 20-24 歳 90％、25-29 歳
68％、30-34 歳 39％、女性の 20-24 歳 83％、25-29 歳 51％、30-34 歳 23％が親元で暮らしてい
る（ISTAT　2009c）。　
さらに、IARDの調査 13）（Buzzi et.al, a cura di. 2007）からは、1996 年と 2004 年を比較す
ると、仕事に就いている人が、親元に留まり続けることが増加していることがうかがえる（図
表 12）。
図表12　居住形態（親元同居／独立）と成人移行期イベントによる
分類の1996年／ 2004年比較（15－29 歳）
（%） 1996 2004 変化
親元で学生 47.3 45.6  -1.7
親元で無業者 19.3 9.2 -10.1
親元で就業者 17.2 28.7 +11.5
親元で既婚者（子どもがいる人を含む） 1.4 1.2  -0.2
独立で未婚者 1.8 4.0  +0.2
独立して新世帯・仕事はしていない人 6.9 3.8  -3.1
独立して新世帯・就業者 6.1 7.5  +1.4
n: 1996 ＝ 2500、2004 ＝ 2060
Buzzi et.al, a cura di (2007：p38)より一部抜粋
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若者が同居を続ける背景としては、就学期間の長期化、高失業率、住宅不足 14）等の社会経済
的な理由のほかに、親元にいる若者があまり親の干渉を受けず、収入があっても家計への繰り
入れをほとんどせず、家事手伝いもあまりすることがなく、親元にいながら自由な生活を謳歌
できる15）、といった家族内の親子関係のあり方に一因があることが明らかにされている（Sartori
2002,2007, ISTAT 2000,2006,Sgritta前掲書など）16）17）。
そして、長く居住をともにする親は、若者にとって経済的・物質的な援助を与えてくれる存
在というだけではなく、日常的な問題に対して最も頼れる相談者としてみなされている
（Sartori 2002）。
親元からの独立が生じるのは、結婚や同棲を契機とする傾向が強い。ISTATが 2003 年／
2007 年に全国パネル調査を行った結果（ISTAT 2009 d）、2003 年時に 18 歳から 39 歳で親元に
住んでいた人のうち、2007 年調査時に家を離れていた人の離家理由は、イタリア全国では結婚
が最も多い契機となっており、以下、独立の意志、同棲、仕事、勉強のためと続いている。進学・
通学や仕事を契機にした離家は少なく、全国でそれぞれ 5.5％、8.8％にとどまっている。
なお、離家の動機には地域差がみられ、北欧・大陸型に行動様式が近いといわれることの多
いミラノ・トリノ等の都市を含む北部では、若者の独立志望が結婚を上回っている。また、同
棲という契機が中部地域と並んで少なくない。一方、南部では同棲を契機にした独立はわずか
（2.2％）で結婚が 6割近くで主な契機となっている（図表 13）。
図表 13　2003 年 -2007 年に親の家から出た人の地域別離家動機
4.2　甘え？自己実現戦略？：リスク社会における若者の意識
成人移行期が長期に及び、家族依存的な特徴を付与させる背景には、イタリアの社会が家族
主義的な社会システム（Esping-Andersen,1999 ＝ 2000）18）になっており、社会政策の対象が
個人ではなく稼得者（多くは男性）に向けられていること、若者に対する支援政策が乏しいこ
䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䚷䠄㻞㻜㻜㻟ᖺ䠋㻞㻜㻜㻣ᖺ䝟䝛䝹ㄪᰝ䠖㻞㻜㻜㻟ᖺ᫬㻝㻤㻙㻟㻥ṓ䠅
䜲䝍䝸䜰㻌 㡰఩ ໭㒊 㡰఩ ୰㒊 㡰఩ ༡㒊 㡰఩
㞳ᐙືᶵ 㻔㻑㻕 㻔㻑㻕 㻔㻑㻕 㻔㻑㻕
⤖፧ 㻠㻟㻚㻣 㻝 㻞㻥㻚㻠 㻞 㻟㻥㻚㻟 㻝 㻡㻣㻚㻡 㻝
⊂❧ᚿᮃ 㻞㻤㻚㻝 㻞 㻟㻤㻚㻠 㻝 㻤㻚㻠 㻡 㻞㻥㻚㻞 㻞
ྠ᳇ 㻝㻝㻚㻤 㻟 㻞㻜㻚㻜 㻟 㻝㻣㻚㻣 㻟 㻞㻚㻠 㻡
௙஦ 㻤㻚㻤 㻠 㻣㻚㻟 㻠 㻝㻟㻚㻠 㻠 㻣㻚㻥 㻟
Ꮫᴗ 㻡㻚㻡 㻡 㻞㻚㻥 㻡 㻞㻝㻚㻞 㻞 㻙 㻙
ぶ䛾Ṛஸ 㻝㻚㻤 㻢 㻝㻚㻞 㻢 㻙 㻙 㻟㻚㻝 㻠
㻰㻷䚷㻔㼍㻕 㻜㻚㻟 㻣 㻜㻚㻤 㻣 㻙 㻙 㻙 㻙
㻔㼍㻕㻌䜲䞁䝍䝡䝳䞊䛷ᮏே௨እ䛜䛂䜟䛛䜙䛺䛔䛃䛸ᅇ⟅
㻵㻿㼀㻭㼀䠄㻞㻜㻜㻥㼐䠅㼜㻠
106 土岐智賀子：イタリアの若者の社会的状況
とが指摘されている（Saraceno 2003, Bernardi and Nazio 前掲書）。
Biggartら（Biggart et.al. 2002 ）によるイギリス、イタリア、旧西ドイツの国際比較研究
からもイタリアの若者の成人移行期の特徴として家族サポートの中心性が強調される結果に
なっている。さらにイタリアの若者の特徴として、長期間にわたる家族サポート（経済的支援、
就職支援としてのインフォーマルなネットワークの若者への動員）のもと、不安的な成人移行
期全体を通して、若者自身が主体的に状況をコントロールしていけるという感情を有している
ことをあげている。イギリスやドイツと比較して個別的にアクセスできる福祉サービスは欠如
しているが、失業の経験が多くの人びとに共有された経験であるため若者の間に長期的な失業
のスティグマも少ないという。
若者の仕事に関する意識は、1980 年代前半から継続的に大規模な全国若者調査をしている
IARD研究所によって、当初社会階層の上位のものにおいて仕事上の自己実現志向が高かった
ものが（Cavalli et al. 1984）、1990 代初頭からは、若者全般において仕事上の自己実現志向の
上昇が認められ、学歴が高くなるほど収入への関心が低くなることが報告されている（Cavalli 
et al. a cura di. 1993）。また近年では、社会階層，性別にかかわらず仕事における自己実現（自
己表現）を志向する傾向が見出されている（Buzzi et al. a cura di. 2007）。このような若者た
ちのうち、親の庇護があてにできる人は親元に長く留まりながら、焦らず学歴相応の仕事を探
す戦略をとっている（Giovani and Lorenzini 2006）、という指摘がされている。
5．終わりに―　広がりにくいネットワークの中で生きる若者たち
これまでみてきたようにイタリアでは高学歴化が進み、新しい働き方が増え、若者の半数が
その形態の働き方をしている。そして若者は親元に留まり、夢の実現を家族が支えている。イ
タリア特有の教育制度と雇用制度、そしてそれが現在の仕組みを備えるまでの歴史的な事情を
みてくると、そこには家族主義と称されるイタリアの文化事情というのにとどまらず、若者が
家族にしか頼ることができないという構造上の問題が浮かび上がってくる。
先述した Bernardi and Nazioの研究では、現在のイタリアの社会システム下にあっては、
新しい働き方が不安定化へのすすむ経路であることに警鐘をならしているが、イタリアの一般
の人々の間においても「中長期的な経済展望において不安感が高まっており、その原因として、
雇用の不安定化への懸念が強まっている」（Del Conte 2007:6）19）といわれており危惧する声は
少なくない。
ところで、若者の失業率が高い状況と、イタリアの社会でインフォーマルなネットワークが
就職にあたり重要な役割を示していることから考えると、教育から職業生活への移行期の若者
の社会関係の研究の必要性が大きいと思われる。
堀ら（堀編 2007）の日本のフリーターの研究から、非典型雇用の働き方は、職場の人間関
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係が広がりにくく（作られにくく）、正規雇用者として働いている若者と比べて社会関係が乏
しいこと、それがキャリア形成上の様々な場面・側面において適切な相談相手を欠く状況につ
ながり、困難をかかえてしまうメカニズムが生じやすいことが明らかにされている。このこと
を思い起こしたときに、高学歴化が進み、親元での生活が長期化し、非典型雇用の働き方とい
うイタリアの若者の社会関係が、家族関係と身近な友人関係からなかなか広がりにくいものに
なっていることが考えられる。そのために仕事が見つかりにくいという状況が生じている面が
あるのではないだろうか。また、若者自身の職業上の自己実現的な志向をみたそうとしたとき
に、これまでのような家族・親族、身近なネットワークのみに頼っていては若者の思い描く職
業との出会いも自ずと限られてしまう状況にあるのではないだろうか。
国際競争に対応するような人的資源の開発を目指した教育制度改革、若者の労働市場参入の
しやすさを目指した雇用制度の改革と並んで、ある時は若者の自立を支え、またある時は、若
者が目標とするような背中をみせる、家族以外の大人たちとの出会いを生み出す社会制度づく
りが必要とされているのではないだろうか。これらの検討は筆者の次の課題としたい。
＜注＞
１）ILOは、2010 年 8 月、副題を「若者に対する世界経済危機の影響（the impact of the global 
economic crisis on youth）」とする『若者に関する世界の雇用情勢 2010 年版（Global employment 
trends for youth 2010）』を刊行している。
２）1996 年を除く（9.6％ 経済企画庁『世界経済白書平成 10 年版』より）。
３）25-29 歳男性と 30-34 歳女性の数値がほぼ同じであるため、グラフでは重なって表示されている。
４）イタリア南部が “問題” となるのは 1860 年代、イタリア統一直後にまでさかのぼる。戦後の復興期を
経て、1980 年代中ごろまでに、高い生産性、国際競争力を有する民間部門を主体にする第 1および第
3のイタリアと、採算性が悪い国営企業を主体とする資本集約的な重化学工業、ならびに消費財工業
が主体で、かつ工業化という点では後進的な第 2のイタリア、という二重構造が形成された。さらに、
欧州経済通貨同盟に参加するための財税赤字の縮小という課題が、政府の南部開発政策からの後退を
余儀なくさせたという経緯がある（竹内 1999）。
　　　2007 年のデータでは、南部のナポリの失業率は約 30％、若者はその 2倍といわれる。また治安悪化
の主因になっている（厚生労働省 2009）。
５）経済的不安定の指標としては「就学中、教育を離れていてかつ初職の探索を始めていないこと、初職
の探索中、失業中、無業（家事手伝い等）、その他の理由による無業（障害、引退など）、就業」を用い、
雇用不安定の指標としては、「無期限雇用、有期限訓練契約、その他の有期限契約、コンサルタント／
協働雇用、契約外雇用」を用いている。
６）ただし、入学者がそのまま卒業者となるわけではない。従来、イタリアでは、少ない大卒者、高い退
学率、学位取得までの長い修得期間、カリキュラムが社会のニーズからの隔たりがあるという問題を
かかえていたが、これを克服するために、2000 年初頭に大学改革が実施されている。2006 年の大学学
長会議（CRUI）調査によれば、規定年数での卒業者は、2000 年の卒業生（旧制度）が 1.85％であっ
たのに対して、2005 年の卒業生（新制度）は入学者の 14.6％になっている。ただし、留年者は、2006
年学年歴の推定で約半数、1年から 2年への進級時には例年約 20％の退学者がみられる（土岐 2007）。
７）Rapporto ALMALAUREA（2007）による。
８）2000 年調査では 21-24 歳で 47.9％、25‐29 歳で 69.9％、2004 年調査ではそれぞれ 43.2％、64.5％が学
業を修了したと回答している（IARD 2007）。
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９）1995 年に高等教育の第 1学位を取得した卒業 4年後の大卒者を対象。
10）Reyneri（前掲書）は身近なインフォーマルなネットワークに限定した情報の質にはまた限界もある
ので、雇用者にとって「次善の策」としてとらえられているだろうとしている。
11）零細・中小企業が多く、闇経済が発達している背景として、ロドビーチは一定規模以上の企業に対し
て雇用条件に厳格な規制が課されているため、小企業が雇用を拡大することを抑制していること、小
企業の大部分が調整コストを削減するために闇経済を利用していることをあげている（ロドビーチ　
前掲書）。
12）若者が親元に居続ける現象は 1988 年に E.Scabiniによって「Famiglia Lunga（長い家族生活）」と名
づけられ（Scabini, Eugenia and  Piero Donati (eds) (1988) ‘La famiglia “lunga” del giovane adulto’,
in Studi interdisciplinari sulla famiglia, Vita e Pensiero）として取り上げられ、人口に膾炙した。
13）青少年の大規模な全国若者調査を約 4年毎に実施しており 1984 年以降 2006 年まで計 6回の報告書を
発表している。
14）イタリアでは 1960 年代には年収の 2-3 倍で家が購入できたのに対し、1990 年代には年収の 5-6 倍に高
騰している。1978 年に制定された法律によりすでに賃貸契約をしている借り手の賃貸料が安くなり、
それにより意図せぬ結果として住居供給がにぶり、並行して住居市場のブラックマーケット化が進ん
だ。新しく家族を形成する人たちの住居探しが困難になっている（Bernardi and Nazio 前掲書：
355）。
15）IARDの2006年の調査によれば、親元に暮らしている15-34歳の若者がある状況で「家を自由に使える」
と回答した割合は、友だちを招くこと 78.9％、パーティをすること 49.8％、パートナーとの親密な関
係 32.1％である（Sartori 2007）。
16）Sartoriは背景に最近 30 年間の父親の役割意識の変化があるとしている。子どもに対する態度は権威
的なものから母親のように子どもを保護し育児に積極的に参加する存在になっているとしている
（Sartori同書 : 114）。
17）実際に親の「寛容度」が低い女性は男性より離家が早い傾向がみられる。
18）この福祉システムの核にある考え方は家族の “補完性” の原理である。国家の介入は家族の相互扶助
能力が不能な場合に限定されている。
19）Maurizio Del Conte, 関西労働法研究会講演（2007.9.22）より、『労働法律旬報』no.1660.pp.6-14.大内
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